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新セミナー                         第１４回 2020/9/19 
大内秀明『資本論』を語る 

       
（１４）超過利潤と地代                  2018 年 05 月 31 日 執筆 
 
 『資本論』第３巻は、第 2 巻と比べても、マルクスの原稿が年代的にもバラバラだった事

情もあり、エンゲルスの編集による独自性が強いように思われます。とくに地代論は、『経

済学批判』の後『剰余価値学説史』のリカード地代論批判を受けて、『資本論』に含められ

ることになった事情もあり、エンゲルスは「競争・信用」の後、第６篇に地代論を置きまし

た。こうした方針には、『批判』時点でのプラン「資本・賃労働・土地所有」のトリアーデ

により、「土地所有と地代」を労働力・賃労働と共に、「資本」の外部に置く構想が作用して

いるかも知れません。しかし、純粋資本主義の自律的運動の内部から利潤の一部が地代とし

て外化される点を考慮すると、「超過利潤と地代」として、資本の超過利潤が地代化する枠

組みが適当だと思います。 
 そこで超過利潤論ですが、「一物一価の法則」としては、個別資本の競争は、平均利潤と

生産価格を基準にして競争を展開します。その際、言うまでもなく企業は、先ず投資部門の

内部で超過利潤を目指し、企業間の競争戦を展開する。投資の拡大、技術革新など、いずれ

もこの競争戦の中で進められ、こうした競争により平均利潤と生産価格も実現します。『資

本論』では、資本の直接的生産過程による「再生産表式」も前提されるので、先ず価格基準

の平均利潤と生産価格を説明した後、平均利潤を超える超過利潤をめぐる競争として説明

しています。第 2 篇第 10 章「競争による平均利潤率の均等化。市場価格と市場価値。超過

利潤」に他ならない。ここでの競争も、単なる無政府的な無規律な競争ではない。「一物一

価の法則」の具現化として、「法則は、もっぱら無法則性の盲目的に作用する平均法則とし

てのみ貫かれる」、そのメカニズム解明です。そこにまた「市場価格」「市場価値」とする、

「市場]メカニズムの意味もあるのです。 
 すでに「一物一価の法則」で明らかですが、ここでも貨幣による有効需要の変動に対して、

供給条件がどのように対応するか、企業間競争がどのように対応するか？それが問われま

す。ただ、マルクスは第 10 章では、突如「一部の生産部門は、そこで充用される資本の中

位構成または平均構成を、すなわち完全に、または近似的に、社会的平均資本との構成をも

っている」と述べ、さらに続けて「これらの部門にあっては、生産される諸商品の生産価格

は、貨幣で表現されたそれらの商品の価値と完全に、または近似的に一致する。他の方法で

は、数学的限界に達せられないにしても、この方法では達せられるであろう」、こうした書

き出しです。エンゲルスが、マルクスの原稿を探し出して並べたように感じます。さらに生

産条件を、わざわざ中位構成、平均構成としているのも、またぞろ労働価値説のドグマとの

関連で、数学的処理を考慮したのでしょう。しかし、価値形態を前提に、形態規定として「費

用価格と利潤」そして平均利潤と生産価格を説明してきた枠組みでは、中位構成、平均構成、
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さらに大量構成などの制約条件は、ここでは必要なく説明しなければならない筈です。 
 そこで生産条件の差異をめぐる投資競争ですが、ある部門の上位、中位、下位の三条件で

説明しましょう。上記ドグマから自由になれば、「一物一価の法則」からいって、有効需要

の変動に対応する供給条件、そのための投資競争の選択が問題です。需要は拡大したり不変

だったり、また縮小することもあります。いま拡大するとして、それに最も積極的に対応す

る生産条件が下位ならば、下位の生産条件の投資が市場の変動を調節し、その投資が市場調

節的な生産価格となります。マルクスは、労働価値説のドグマから、平均利潤や生産価格を

価値・剰余価値に還元しょうとするから、唐突に中位構成、平均構成などを持ち出し、さら

に市場価格や市場価値の説明に堕ち込んだのでしょう。しかし、すでに形態規定として平均

利潤や生産価格を説明し、「転形問題」も解決した。とすれば、ここでは平均利潤、生産価

格を基準とする市場の投資競争です。投資競争は、特定部門の上、中、下の生産条件 
の選択でも、それは他の部門との投資の選択と結びついた競争です。したがって市場価値や

市場価格ではなく、市場調節的生産価格とすれば足りるでしょう。 
 上例では、投資の選択が下位ですから、それにより市場調節的な資産価格が決まれば、当

然ながら中位や上位の生産条件には、平均利潤を上回る超過利潤が生じます。この超過利潤

を目指して投資競争が拡大、需要の増加に供給が対応します。需要拡大への対応が、中位や

下位の場合もありますが、その時は超過利潤の獲得が少なく、総体的に見ると他部門への投

資が拡大し、市場調節的生産価格が変動することになるでしょう。いろいろなケースの生産

条件の組み合わせが現実には生じますが、ここでは立ち入りませんが、いずれにせよ部門内

部の上、中、下の生産条件の差異、さらに部門間の投資条件の差異、両者の差異がオーバー

ラップしながら、超過利潤をめぐる市場の投資競争が進行します。そして、この投資競争を

通じて、市場調節的な生産価格も変動し、個別資本の競争の基準として、ここでは「一物一

価の法則」が平均利潤、生産価格の法則として貫かれるのです。 
 上記の通りマルクスは、ここでも生産条件の違いによる資本構成について、「中位構成」

とか「平均構成」とか、できるだけ価値と生産価格の数量的乖離の少ない事例を持ち出し、

さらにまた市場調節的な生産価格ではなく、「市場価値」そして「市場価格」をタイトルに

して、全体的に市場価値論として展開しています。マルクスの原稿が完成稿とも思われませ

んから、試行錯誤の過程とも推測される内容です。そのため市場価値論では、上記のように

資本構成を「中位構成」とか「平均構成」とか、さらには量的に大量な構成として「大量構

成」などの主張が、主流を占めてきました。しかし、こうした主張は、古典派労働価値説の

継承のドグマへの還元です。しかし、商品、貨幣、そして資本を流通形態として、「費用価

格と利潤」から平均利潤と生産価格を説く方法とは矛盾する。だから価値と生産価格の矛盾

が、再びマルクス労働価値説批判を招いたことを否定できない。さらに超過利潤としての地

代論についても、批判を招来しています。 
 ここでは簡単に繰り返しますが、労働力の商品化と共に、土地・自然も、資本の原始的蓄

積を通して商品化され、土地所有も近代化した。同時に労働市場も、土地不動産市場も成立
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した。しかし、それは資本主義の発生の歴史的事情であり、『資本論』の純粋資本主義では、

土地も労働力も商品経済的富として、他の商品と共に大量に商品取引される。そこに商品形

態、そして価値形態の特徴があり、資本主義経済の法則性の根拠となっている。また、商品

取引される土地・不動産は、それを利用する資本により超過利潤が獲得され、土地所有者に

地代が支払われます。しかし地代化されるにせよ、土地を利用して形成される超過利潤その

ものは、たんに特有な生産条件の差異により形成されます。他の生産条件と同様に、いま土

地が優、良、可の三種類だとすれば、上記の例と同様に有効需要の変化に対応するのが、可

の条件だとすれば優や良の土地には、土地の優劣に伴う生産条件の差異により超過利潤が

形成される。この超過利潤の形成については、何らの特殊性も認められません。地代論を超

過利潤論として説く理由も、まさにここにあります。 
 ただ、土地の優劣による生産条件の差異は、土地自然によるものであり、資本の競争によ

って直接変えられない。そこに特殊性がありますが、その差異も肥沃度などは自然条件の固

定化が大きいものの、位置の違いなどは流動的です。また肥沃度も、土地改良などもあり、

絶対的な差異ではない。ただ、相対的に優、良の条件が限られ、そのため上記の例では下位

の可の生産条件の限界的投資により需給の調節が進み、市場調節的な生産価格を形成する。

したがつて、優、良の土地の超過利潤が地代化する。ただ、資本家が土地を自己保有すれば、

超過利潤は資本に帰属したままだし、土地の借り入れの際だけ地代が具体的に形成される。

しかし、土地も労働力と同様商品化され、不動産市場で大量に売買されますから、とくに位

置の違いによる超過利潤の固定化も絶対的ではない。土地所有者による土地の独占も、独占

地代や絶対地代として過大視するのは疑問です。 
 いずれにせよ地代論も、超過利潤論の一種として、土地自然の特殊性が反映される限度内

で論じられれば済むでしょう。資本主義の初期の形成期には、本源的蓄積として労働力の商

品化と共に土地問題が大きかった。しかし、それは歴史的問題であり、純粋資本主義論とし

ては、地代論は超過利潤論として論ずれば済むはずです。また、地代論では、優、良の土地

が制限され、需給の調節がもっぱら可の限界地の限界投資で決まります。しかし、それも土

地だけに固有な問題ではない。他の部門の投資でも、上、中の優位条件の利用が制限され、

下の劣等条件の投資が市場調節的生産価格のなるケースも多い。その点は、上記のマルクス

が労働価値説のドグマに平均利潤や生産価格を還元、平均構成や中位構成で市場価値論を

説明しようとしたからではないか？「論点」として、市場価値論の「平均原理」と「限界原

理」を取り上げて補足しましょう。 
 
「論点」 「平均原理」と「限界原理」 
 マルクスは、上記の通り『資本論』冒頭の商品論から、古典派労働価値説の残滓ともいえ

る労働価値説による実体論があり、ここ平均利潤と生産価格でも、「費用価格と利潤」など

の形態規定を混濁させている。ここで供給条件である生産条件を、資本の価値構成として

「中位構成」「平均構成」として、生産価格を価値に還元するために選別する市場価値論の
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手法は、その混濁を象徴しているのではないか？そのため市場価値論は、市場における需給

の調整の市場メカニズムを無視して、労働価値説に還元されて主張されている。そこから市

場価値論の主流も、「中位構成」「平均構成」の資本の供給条件から、機械的に「平均原理」

として主張されてきました。しかし、中位の供給条件が、数量的に平均構成になるわけでは

ない。逆に平均構成が中位の条件であるとも限らず、単なる数量的な仮空の条件になること

もありうる。こうした「平均原理」の主張に対しては、改めて労働価値説批判が浴びせられ

ました。 
 すでに「一物一価の法則」で説明しましたが、有効需要の変化に対応して、市場では供給

条件が選択されますが、それは「平均原理」による価値法則の具体化ではない。限界的な投

資の拡大による限界的な供給であり、いわゆる「限界生産力説」も主張されてきました。こ

うした限界原理による供給の拡大ですから、上位の供給条件での対応なら、市場調節的生産

価格は低下する。逆に下位の生産条件での対応ならば、地代化する超過利潤の形成にみられ

るように、生産価格が上昇する調節になる。前例では、優および良の土地利用では超過利潤

が形成され地代化する。むろん中位の条件の例もありうるわけですが、いずれにせよ「限界

原理」として市場の需給変動が調節をみるのです。太陽光など、自然エネルギーの利用が自

由に行われれば、限界原理で「費用ゼロ」も当然ありうるわけです。 
 マルクスの時代、まだ数量的処理について、上述の「価値の生産価格への転形問題」で提

起された「連立方程式」の利用も十分に普及していなかったし、「限界原理」についても同

様だった。その点で商品取引における有効需要に関連して、限界効用の低減についても、数

式的処理が進んでいなかった事情があった。ただ、市場価値論をめぐっては、明らかに限界

原理の利用を念頭に置いていた節もある。とくに続いて取り上げる「資本の絶対的過剰生産」

における利潤率低下については、資本の限界的投資を明らかに想定しています。いずれにせ

よ、マルクスの時代が数量的処理について、まだ「限界革命」が進み始めてばかりの過渡期

だった点を考慮すれば、マルクスが限界原理の利用について、大きな関心を寄せていた点を

前向きに評価すべきではないでしょうか。  


